様式第11号(第8条関係) 

(表)

第　　　　　号　　

年　　月　　日　　

様

(実施機関名)　　　　　　　　　　  eq \o\ac(□,印)　　

第三者に関する情報の公開に係る意見書提出機会付与通知書

　あなたの情報が記録されている公文書について、酒田市情報公開条例(以下「条例」という。)に基づく公文書の公開の請求がありました。

　つきましては、次のとおり公文書の公開(一部公開を含む。)の決定に先立って、条例第
15条第2項の規定により意見書を提出する機会を付与しますので通知します。

　なお、意見書を提出する場合には、第三者に関する情報の公開に係る意見書(様式第12号)により提出期限までに提出先に到達するようお願いします。

	公開請求があった年月日
	年　　　月　　　日

	公開しようとする決定の区分
	□　全部公開　　　　　　　□　一部公開

	公開しようとする条例の適用規定
	□　条例第7条第2号エ

□　条例第7条第3号ただし書

□　条例第9条

	条例の規定を適用する理由
	

	公開請求に係る公文書に記録
されているあなたに関する情報の内容
	

	意見書を提出する場合の提出先

(問い合わせ先)
	(電話番号　　　　　　　　)　

	提出期限
	年　　　月　　　日


(裏)

酒田市情報公開条例(抜粋)

　(第三者に係る意見書提出の機会の付与等)

第15条

2　実施機関は、次の各号のいずれかに該当するときは、公開(公文書の一部を公開とする場合を含む。以下この項及び次項において同じ。)の決定に先立ち、当該第三者に対し、公開の決定をする旨を書面により通知して、意見書を提出する機会を与えなければならない。ただし、当該第三者の所在が判明しない場合は、この限りでない。

(1)　第三者に関する情報が記録されている公文書を公開しようとする場合であって、当該情報が第7条第2号エ又は同条第3号ただし書に規定する情報に該当すると認められるとき。

(2)　第三者に関する情報が記録されている公文書を第9条の規定により公開しようとするとき。

3　実施機関は、前2項の規定により意見書の提出の機会を与えられた第三者が当該公文書の公開に反対の意思を表示した意見書を提出した場合において、公開の決定をするときは、第13条第1項の規定にかかわらず、公開の決定の日と公開を実施する日との間に少なくとも30日間を置かなければならない。この場合において、実施機関は、公開の決定後直ちに、当該意見書(次条及び第17条において「反対意見書」という。)を提出した第三者に対し、公開の決定をした旨及びその理由並びに公開を実施する日を書面により通知しなければならない。

　(実施機関の公開義務)

第7条　実施機関は、公開請求があったときは、公開請求に係る公文書に次の各号に掲げる情報(以下「非公開情報」という。)のいずれかが記録されている場合を除き、公開請求者に対し、当該公文書を公開しなければならない。

　(2)　個人に関する情報(事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。)であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの(他の情報と照合することにより、特定の個人を識別することができるものを含む。)又は特定の個人を識別することはできないが、公開することにより、なお個人の権利利益を侵害するおそれがあるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。

ア　法令等の規定により又は慣行として公開され、又は公開することが予定されている情報

イ　実施機関が公表することを目的として作成し、又は取得した情報

ウ　公務員等(国家公務員法(昭和22年法律第120号)第2条第1項に規定する国家公務員(独立行政法人通則法(平成11年法律第103号)第2条第2項に規定する独立行政法人の役員及び職員を除く。)、独立行政法人等(独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律(平成13年法律第140号)第2条第1項に規定する独立行政法人等をいう。以下同じ。)の役員及び職員、地方公務員法(昭和25年法律第261号)第2条に規定する地方公務員並びに地方独立行政法人（地方独立行政法人法(平成15年法律第118号)第2条第1項に規定する地方独立行政法人をいう。以下同じ。)の役員及び職員をいう。以下同じ。)の職務の遂行に係る情報に含まれる当該公務員等の職及び氏名に関する情報。ただし、当該公務員等の氏名に係る部分を公開することにより、当該公務員等の個人の権利利益が不当に害されるおそれがある場合にあっては、当該氏名に係る部分を除く。
エ　人の生命、身体、健康、財産又は生活を保護するためその他の公益上の理由から公開することが必要であると認められる情報

　(3)　法人その他の団体(国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人を除く。以下「法人等」という。)に関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関する情報であって、次に掲げるもの。ただし、人の生命、身体、健康、財産又は生活を保護するため、公開することが必要であると認められるものを除く。

ア　公開することにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるもの

イ　実施機関からの要請を受けて、公開しないとの条件の下に任意に提供されたもので、法人等又は個人における通例として公にしないこととされているものその他の当該条件を付すことが当該情報の性質、当時の状況等に照らして合理的であると認められるもの

　(公益上の理由による裁量的公開)

第9条　実施機関は、公開請求に係る公文書に非公開情報が記録されている場合において、非公開情報の規定により保護される利益に優越する公益上の理由があると認められるときは、第7条及び前条の規定にかかわらず、公開請求者に対し、当該公文書を公開することができる。
